
　１．はじめに

　近年、自動車利用の増加に伴い、大気汚染やＣＯ２
排出量の増加などの地球環境問題、都市の交通渋滞

や駐車場不足などの都市交通問題が発生している。

これらの問題の対策として、自動車共同利用が提案

されており、欧米をはじめ、わが国でも実験や事業

が行われている。

　自動車共同利用は公共レンタカーとカーシェアリ

ングの二つの概念に分類される１） 。公共レンタカー

とは公共交通機関や企業が所有して一般に貸し出す

ものであり、１９６０年代から行われた提案や実験はこ

れに属する。一方カーシェアリングは、複数の個人

によるマイカーの共同所有と利用を行う会員制の組

織であると定義されている。

　公共レンタカー、カーシェアリングと類似のシス

テムに、一般的なレンタカーがある。これら三者の

比較をTable 1に示す。

　公共レンタカーとカーシェアリングに大きな違い

はない。カーシェアリングと一般的なレンタカーを

比較すると、前者は会員制であり、短時間の貸出し

を可能にしている点が異なる。また、車両の貸出し

場所が駅近くのステーション（以下、ＳＴ）やマンシ
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わが国におけるカーシェアリング事業の実態
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　本研究は、今後のカーシェアリング事業のあり方を考えるため、実験段階から実用化を

目指す段階の事業までを含めた、わが国における３１のカーシェアリング事業について事業

内容を分析したものである。結果として、最近はガソリン車・低公害車を用いた住宅地で

のラウンドトリップ型小規模事業が増加していること、わが国の事業を海外と比較すると

ステーション密度が低く、料金が割高であり、公共交通機関との連携に欠けるなどのため

に、会員数が少なく稼働率も低くなっていることなどが明らかになった。
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ョンの駐車場などの便利な場所に多く、無人貸出し

が行われるなど、後者にない利用のしやすさがある。

　自動車共同利用の効果に関して、太田２） 、高山３）

 は、カーシェアリング導入実績に関するスイスやド

イツの調査結果に基づき、従前に自動車を所有して

いた人の全公共交通機関による移動量および車によ

る移動量が減少したことを報告している。

　自動車共同利用システムに関する既往研究には、

再配車の必要性の低減を検討した中山らの研究４） や、

世帯の交通行動が自動車共同利用システムに与える

影響を分析した望月らの研究５） がある。前者では、

会員数の増加によって予約の不成立が起こらないた

めの条件を、また後者では、社会実験の結果に基づ

き自動車共同利用によってトリップ数や４人乗り以

上のガソリン車の利用回数が減少することをそれぞ

れ報告している。

　わが国におけるカーシェアリング事業の実態を整

理したものに八木ら６） の研究があるが、対象事例は

実験段階のもののみである。

　以上のように、カーシェアリングの効果や効果的

なシステムのあり方に関する研究はあるものの、事

業の運営面からみた成立条件に関する研究例はきわ

めて限られている。本研究では、事業としてのカー

シェアリングが緒に就いた現段階において、今後の

カーシェアリング事業のあり方を運営面から考察す

るため、実験段階から実用化を目指す段階までを含

めた、わが国におけるカーシェアリング事業を調査・

分析し、海外事業との比較を通して、これまでの事

業の実態と問題点を把握することを目的とする。

　２．わが国のカーシェアリング事業の特性

　わが国におけるカーシェアリング事業の一覧を

Table 2に示す（実施主体が変更した場合は、最新の

実施主体名を記載した）。

　９９年にわが国初のカーシェアリング実験が行われ

た。当初は４事業であったが、２０００年～０２年まで漸

増し、０４年には１６事業、０５年は２０事業と急増してい

る。０６年１月現在では１８事業が継続中である．

　事業内容については、各事業のホームページを参

照した上で、各実施主体に対しアンケート調査およ

びＥメールや電話でのヒアリングで不明な点のデー

タを収集した。Table 3にアンケート調査の概要を

示す。

　以下では、収集したデータを用いて時系列比較や

多変量解析を行い、カーシェアリング事業３１例を四

つのタイプに分類し、それらの特徴を分析した。

　２－１　時系列的推移

　Table 2の３１事業のうち、事業開始時期が早いも

のから１６事業（Ｎｏ．１～１５とＮｏ．１７）を前半、残りの

１５事業（Ｎｏ．１６とＮｏ．１８～３１）を後半として、特性を

比較した。以下、項目ごとに結果を述べる。

　ＳＴの場所の特性（Fig.1）については、前半は、商

業地、住宅地、商業地・住宅地混在がほぼ均等であ

るが、後半は商業地が減少し、住宅地と商業地・住

宅地混在の割合が高まっている。

　車種別台数（Fig.2）については、前半では電気自

動車（以下、ＥＶ）を使用している割合が８３％と高い

が、後半ではガソリン車（１９％）や低公害車（５３％；

ＥＶを除く。以下同様）を使用する割合が高くなっ

ており、実用性を重視する方向への転換が見られる。

　車両台数（Fig.3）については、前半では１０台以上

の事業の割合が約６０％あったが、後半には２０％にま

で低下し、１～９台の割合が８０％にまで高まってお

り、事業の小規模化が見られる。

　会員種別（Fig.4）については、前半では個人のみ

を対象とした事業の割合（４４％）と個人と法人の両方

を対象とした事業の割合（５０％）にあまり差はないが、

後半は個人のみの割合が６６％に増加している。

　会員数（Fig.5）については、前半は１～４９人の事

業と２００人以上の事業が同じ割合であり二極化して

いたが、後半は１～４９人の事業が４７％とほぼ半数を

占めるようになってきている。ここでも、事業の小

規模化がみられる。

　料金パターン（Fig.6、Table 4）については、基本

料金・会費などの毎月または毎年必要な料金と時間

料金、距離料金の３種類の料金徴収方法の組み合わ

せで六つの料金パターンに分類した。料金パターン

ＦはＩＣカード発行料のみである。
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Table 1　自動車共同利用等の比較

一般的な
レンタカー

カー
シェアリング

公共
レンタカー

不特定の顧客会員制会員制利用者
最低6時間短時間短時間利用時間
多様限定的限定的利用車種
営業所近隣のST近隣のST貸出場所
前払い後払い後払い支払い
毎回契約会員登録時会員登録時貸出契約
有人無人無人貸出

燃料代別　
保険料　　
　追加徴収

燃料代込み
保険料込み－燃料・保険

満タン返し電気自動車：補給不要
ガソリン車：補給不要－燃料補給



　前半ではさまざまな料金パターンが設定されてい

たが、後半では料金パターンＡ・Ｂ・Ｅの３種類で

８６％を占めている。この３パターンに共通するのは、

時間料金が設定されていることである。

　運行形式（Fig.7）については、前半の事業ではラ

ウンドトリップ型とワンウェイトリップ可能型がほ
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Table 2　わが国における主なカーシェアリング事業（２００５．１２現在）

会員数運行
形式ＳＴ数車種・台数実施主体実施場所期間実験名、事業名番

号
１４人，法人６社，
市役所他５ヶ所ＥＶ１８台エコ・パークアイラン

ド推進協議会神奈川県海老名市９９／１～３，
００／１１～０１／３

海老名エコ・パークアイラン
ド社会実験１

１２人，法人９社，ＮＰＯ他２ヶ所ＥＶ１５台，
ガソリン車５台

エコ・パークアイラン
ド推進協議会神奈川県藤沢市０１／１０～０２／３自動車交通社会実験ふじ

さわ２００１２

１２人，法人３社，
行政３所属他１ヶ所ＥＶ１５台エコ・パークアイラン

ド推進協議会神奈川県厚木市０２／８～０５／３厚木エコ・パークアイランド
プロジェクト３

５３人Ｒ６ヶ所ＥＶ３０台�自動車走行電子
技術協会東京都稲城市９９／９～０２／２ＩＴＳ／ＥＶ住宅地セカンドカ

ーシステム４

１１３人Ｏ１０ヶ所ＥＶ３０台�自動車走行電子
技術協会横浜市９９／９～０２／３ＩＴＳ／ＥＶシティカーシェアシ

ステム５

６００人Ｏ２０ヶ所ＥＶ２１，
低公害車２３台

シーイーブイシェアリ
ング㈱

横浜市，川崎市，
千代田区０２／４～ＩＴＳ／ＣＥＶシティカーシステ

ム６

２７０社Ｏ８ヶ所ＥＶ２８台㈱都市交通問題調
査会大阪市９９／１２～０２／３電気貨物自動車共同利用

システムモデル実験７

２１７人Ｏ２ヶ所ＥＶ１０台�日本電動車両協
会京都市００／９～１２，

０１／８～１１京都パブリックカーシステム８

１，４２４人Ｏ５ヶ所ＥＶ１７台豊田市役所愛知県豊田市０１／３～０６／３豊田市小型電気自動車等
共同利用実験９

４３人Ｒ１ヶ所ガソリン車４台交通エコロジー・モビ
リティ財団東京都北区０１／９～１２コスモ王子ガーデンズ・カ

ーシェアリング社会実験１０

２８人Ｒ１ヶ所ガソリン車２台交通エコロジー・モビ
リティ財団東京都三鷹市０１／１０～０２／１シティーコート下連省カーシ

ェアリング１１

３０人Ｒ１ヶ所ガソリン車２台（有）移動サポート東京都三鷹市０３／１～ＯＵＲ ＣＡＲ１２

３１人Ｒ１ヶ所ＥＶ１台，
低公害車１台都市基盤整備公園東京都中央区０２／９～０３／３大川端・リバーシティー２１超小

型電気自動車共同利用実験１３

４４７人，４法人９団体Ｒ６ヶ所ＥＶ１１台，ＨＶ１０台，
低公害車３台

西日本リサイクル運
動市民の会福岡市０２／１０～０５／９特定非営利活動法人カー

シェアリングネットワーク１４

８８人Ｏ３ヶ所ＨＶ１０台㈱関西文化学術研究
都市推進機構京都府相楽郡精華町０２／１１～１２，

０３／６～１１けいはんなＩＴＳ１５

１７研究室（人数不明）Ｒ３ヶ所ＨＶ１０台京都大学キャンパスカ
ー運用管理委員会京都市，宇治市０４／７～０６／１０京都大学キャンパスカー実

用化実験１６

人数不明Ｒ１ヶ所ワゴン車１台鳥取環境大学環境
デザイン学科鳥取市若葉台０３／１０～０４／

２，０５／８～
若葉台グリーンカーシェアリ
ング１７

１５人Ｒ１ヶ所ガソリン車３台汐見台団地自治会
連合会横浜市０４／１～３汐見台団地カーシェアリン

グ予備実験１８

２４０人Ｒ３ヶ所ガソリン車６台三井不動産㈱千葉県浦安市０４／３～０８／３「パークシティ東京ベイ新浦
安」カーシェアリングシステム１９

６人Ｒ１ヶ所ガソリン車２台シーイーブイシェアリ
ング㈱横浜市０４／３～「マークスプリングス」カーシ

ェアリング２０

３５人Ｒ１ヶ所ガソリン車３台阪急電鉄㈱大阪府茨木市彩都あさぎ０４／４～彩都カーシェアリングシステ
ム２１

１００人Ｒ２ヶ所ガソリン車６台㈱駅レンタカー関西新大阪駅，新神戸駅０４／４～カーシェアリング「ちょいのり
クラブ」２２

１５人Ｒ１ヶ所ガソリン車１台ＮＰＯ法人「志木の輪」埼玉県志木市０４／５～志木「手作りカーシェアリン
グ」２３

１５８人Ｒ７ヶ所低排出ガス車１２
台東海求人サービス㈱名古屋市０４／１０～りんくるカーシェアリング２４

４人Ｒ３ヶ所ガソリン車３台ウベパレットレンタル
リーシング㈱東京都港区０４／１１～ＵＰＲカーシェアリングシステ

ム２５

２５人Ｒ１ヶ所ガソリン車２台プロパスト東京都江東区０４／１２～０７／
１２

「オリゾンマーレ」カーシェア
リングシステム２６

１９法人（１００人）Ｒ１ヶ所低排出ガス車２台タウンモービルネット
ワーク北九州北九州市０５／１～タウンモービルネットワーク

北九州２７

２４１人Ｒ１２ヶ所超低排出ガス車
３４台㈱マツダレンタカー広島市０５／２～カーシェア２４２８

３０人Ｒ２ヶ所ガソリン車５台，
ＨＶ１台ウインド・カー㈱札幌市０５／３～Ｗｉｎｄｃａｒ（ウインドカー）２９

８０人Ｒ１ヶ所ガソリン車１台，
ＨＶ１台東急不動産東京都大田区０５／３～０８／３「大森プロストシティレジデン

ス」自動車共同利用サービス３０

５０人Ｒ３ヶ所ＥＶ３台シーイーブイシェアリ
ング㈱石川県金沢市０５／８～１０石川でのカーシェアリング

実験３１

注）１、２、３、５、６、１１、１２、１５、１６は運営システムを引き継いでいる関係にある。ＥＶは電気自動車を、ＨＶはハイブリット車を、ＳＴはス
テーションを指す。Ｒはラウンド、Ｏはワンウェイ、他はその他を指す。



ぼ同じ割合であったが、後半ではラウンドトリップ

型のみとなっている。

　以上をまとめると、前半１６事業と比べて後半１５事

業では住宅地での事業が増えていること、ＥＶが減

りガソリン車、低公害車が増えていること、車両台

数１～９台・会員１～４９人の小規模事業が増えてい

ること、個人のみを対象とする事業が増えているこ

と等の特徴が見られる。

　２－２　カーシェアリング事業の分類とその特徴
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Table 3　アンケート調査の内容と回収状況

各実施主体調査対象
２００５年１１月上旬配布日

２００５年１１月下旬～１２月中旬回収日
郵送配布・郵送回収調査方法

目的、貸出方法、料金体系
年間の収支状況、自動車の稼働状況など調査内容

１８／３１回収数／配布数

計16例 計15例 

前半 後半 

5 
（33%） 

5 
（31%） 

5 
（31%） 

6 
（38%） 

3 
（20%） 

6 
（40%） 

1（7%） 

商業地 住宅地 商業地・住宅地混在 その他 

Fig. 1　ＳＴ場所の特性の構成

前半 後半 

計182台 計170台 

18（10%） 13（7%） 

151 
（83%） 

32 
（19%） 

48 
（28%） 

90 
（53%） 

ガソリン車 低公害車 EV

Fig. 2　車種別台数の構成

計16例 計15例 

前半 後半 

5 
（31%） 

6 
（38%） 

3 
（19%） 

1（6%） 
1（6%） 

5 
（33%） 

6 
（40%） 

3 
（20%） 

1（7%） 

0以上10未満 10以上20未満 20以上30未満 
30以上 詳細不明 

Fig. 3　車両台数の編成

計16例 計15例 

前半 後半 

7 
（44%） 

1（6%） 

8 
（50%） 

10 
（66%） 

1 
（7%） 

4 
（27%） 

個人 法人 個人＋法人 

Fig. 4　会員種別の構成

Table 4　料金体系

距離料金時間料金基本料金・会費
○○○A
×○○B
××○C
○○×D
×○×E
×××F

計16例 計15例 

前半 後半 

3（19%） 

5 
（30%） 

2（13%） 

2 
（13%） 

2（13%） 

1 
（6%） 

1（6%） 
6 

（39%） 

4 
（27%） 

1 
（7%） 

3 
（20%） 

1（7%） 

A B C D E F 無料 

Fig. 6　料金パターンの構成

計16例 計15例 

前半 後半 

7 
（43%） 

6 
（38%） 

3 
（19%） 

15 
（100%） 

ラウンドトリップ型 ワンウェイトリップ可能型 その他 

Fig. 7　運行形式の構成

計16例 計15例 

前半 後半 

5 
（31%） 

4 
（25%） 

4 
（25%） 

2 
（13%） 

1（6%） 

7 
（47%） 

2（13%） 

2 
（13%） 

2（13%） 

1（7%） 

1（7%） 

1～49人 50～99人 100～149人 
150～199人 200人～ 詳細不明 

Fig. 5　会員数の構成



　Table 2の３１事業について、ＨＰやアンケート結果

などによって得られたデータをもとに数量化Ⅲ類分

析およびクラスター分析を行い、いくつかの事業タ

イプに分類した。分析に用いた項目は、場所の特性、

車種、車両台数、会員対象、会員限定性、ＳＴ数、

２４時間貸出、運行形式の計９項目である。

　数量化Ⅲ類分析で抽出した軸のサンプルスコアを

用いてクラスター分析を行い、４個のタイプを得た。

　各タイプと上記９項目との間でクロス集計を行い、

４個のタイプ分類と項目との間の関係について独立

性の検定を行った．その結果、統計的に分類タイプ

との関係が有意であった項目のみについて結果をま

とめてTable 5に示す．

　場所の特性では、タイプ①は商業地・住宅地混在、

タイプ②は商業地、タイプ③は主に住宅地、タイプ

④は商業地・住宅地混在および住宅地で行われた事

業と見ることができる。

　利用車種では、タイプ①はＥＶ、ＥＶ＋低公害車、

ガソリン車＋ＥＶを使用しており、ＥＶ使用を軸にし

ている。タイプ②は、タイプ①と同様ＥＶの使用が

多い。タイプ③はガソリン車、ＥＶ、低公害車を使

用している。タイプ④はガソリン車、低公害車、ガソ

リン車＋低公害車を使用しているが、ガソリン車の

使用が多く、ＥＶを使用していない点に特徴がある。

　車両台数では、タイプ①は、５事業中４事業が１０～

２９台の車両を使用する中規模な事業である。タイプ

②は全体的に幅広いが、７事業中４事業が１０～２９台

の車両を使用しており、タイプ①と同様、中規模な事

業と言えよう。タイプ③には大規模事業と小規模事

業が混在している。タイプ④は小規模な事業である。

　会員数では、タイプ①は詳細が不明な事業が多く、

特徴を捉えることができない。タイプ②は中規模～

大規模な事業、タイプ③は小規模または中規模な事

業、タイプ④は小規模な事業である。会員対象では、

タイプ①、②は個人＋法人を対象とし、タイプ③、

④は個人を対象としている。会員限定性では、タイ

プ①と④は会員を限定しているが、タイプ②と③は

限定していない。

　運行形式では、タイプ①、③、④はラウンドトリ

ップ型、タイプ②はワンウェイトリップ可能型であ

ると言える。

　独立性の検定で１％水準で有意と判定された特徴

に基づき、以下のように各タイプの名称を決定した。

　タイプ①を「混在地会員限定タイプ」とする。

　このタイプは、商業地・住宅地の混在地において、

限られた個人と法人を対象に行われる中規模事業で

あり、ＥＶを使用している。このタイプに含まれる

事業には実験的に行われたものが多く、現在行われ

ている事業はない。

国際交通安全学会誌　Ｖｏｌ．３２，Ｎｏ．２ 平成１９年７月（　　）８４
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Table 5　各タイプ分類と項目間のクロス集計結果

計
タイプ分類

カテゴリーアイテム
④③②①

８０１７０商業地

場所の特性
＊＊

１２７５００住宅地

１０４１０５商業地・住宅地混在

１１０００その他

１１７３１０ガソリン車

車種
＊

８０２４２ＥＶ

６３２１０低公害車

３００１２ＥＶ＋低公害車

２２０００ガソリン車＋低公害車

１０００１ガソリン車＋ＥＶ

１７１１４１１１～９台

車両台数
＊

７１１３２１０～１９台

３００１２２０～２９台

３０２１０３０～３９台

１００１０４０台～

１１７３０１１～４９人

会員数
＊

４１３００５０～９９人

３１０２０１００～１４９人

１００１０１５０～１９９人

６１１３１２００人～

６２０１３詳細不明

１７１０６０１個人
会員対象

＊＊ ２１０１０法人

１２１１６４個人＋法人

１４１０００４ある会員限定性
＊＊ １７２７７１ない

２２１２６２２ラウンドトリップ型
運行形式

＊＊ ６０１５０ワンウェイトリップ可能型

３０００３その他

３１１２７７５計

注）＊は５％有意、＊＊は１％有意であることを示す。

Table 6　タイプ分類と事業開始年の関係

合計タイプ④タイプ③タイプ②タイプ①開始年

４０１２１１９９９

１００１０２０００

４２０１１２００１

５０１１３２００２

２１１００２００３

１０６２２０２００４

５３２００２００５

３１１２７７５合計

注）灰色の部分が示すように、比較的数字が大きいゾーンが、０２年
から０３年を境として、タイプ①②からタイプ③④に移行してい
る。



　タイプ②を「商業地ワンウェイトリップ可能型タ

イプ」とする。このタイプは、商業地において、個

人と法人を対象に行われるワンウェイトリップ可能

型の中規模事業であり、ＥＶと低公害車を使用して

いる。このタイプに含まれる７事業のうち４事業が

現在も継続中である。

　タイプ③を「住宅地ラウンドトリップタイプ」と

する。このタイプは、住宅地で個人を対象としたラ

ウンドトリップ型の小規模事業である。このタイプ

に含まれる７事業のうち、３事業が現在も継続中で

ある。

　タイプ④を「住宅地会員限定ラウンドトリップタ

イプ」とする。このタイプは、住宅地で限られた個

人を対象とするラウンドトリップ型の小規模事業で

あり、ガソリン車と低公害車を使用している。この

タイプに含まれる１２事業のうち１０事業（現在継続中

の事業の約６割）が現在も継続中であり、集合住宅

地やマンション住居者を対象とした事業が多い。

　Table 6に分類タイプと事業の開始年との関係を

示した。タイプ①と②には、０２年までに開始した事

業が多く、タイプ③と④にはそれ以降に開始された

事業が多い。このように、前章で見た事業特性の推

移は事業タイプの推移と重なっており、前節の分析

結果は、事業タイプの変化に伴う個別の特性の変化

であったことが理解できる。

　３．海外との比較によるわが国の事業の特徴分析

　海外では早い時期から実験や事業が数多く行われ

てきた。その結果、今日では多くの会員を獲得する

ことに成功し、経営の安定した大規模なカーシェア

リング組織が増えてきている。一方、日本では実験

や事業が行われ始めたばかりであり、会員も思うよ

うに集めることができず、厳しい経営が続いている。

そこで、集客力があり経営が安定した海外の事業を

選び、それらとの比較を通してわが国の事業の問題

点を考察する。

Ｊｕｌｙ，２００７ＩＡＴＳＳ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｖｏｌ．３２，Ｎｏ．２ （　　）８５
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Table 7　海外の主なカーシェアリング事業の概要

公共の補助／企業等との連携貸出方式料金体系／
運行方式

車種・台数（台）／ＳＴ数
（箇所）／会員数（人）実施場所事業名

・国の補助。チューリッヒ市交通局等が
協力してカーシェアリングとレンタルを行
う地域の公共交通に位置づけ。
・鉄道優待切符を発行してカーシェアリン
グと公共交通、レンタカー、タクシー、
自転車との連携利用を料金的に優遇
する制度を導入。

２４時間貸出が可
能。電話・インタ
ーネットで予約。
Ｍｏｂｉｌｉｔｙ Ｃａｒｄをか
ざして開錠し、車
内にある鍵を取り
出す。

料金パターンＡ
ラウンドトリップ型

ガソリン車１，８５０台
９５０箇所
６０，０００人
（２００５年）

スイス
Ｍｏｂｉｌｉｔｙ Ｃａｒ
Ｓｈａｒｉｎｇ
１９８７年～

Ｅｕｒｏｐｅａｎ Ｃａｒ Ｓｈａｒｉｎｇのメンバーであり、
ヨーロッパの３００以上の都市で車を使用
可。レンタカー会社と提携し、ワンウェイト
リップの要望に対応。公共交通機関の
定期券所有者は、割引料金でカーシェア
リングを利用可。

２４時間貸出が可
能。電話・Ｗｅｂで
予約。Ｃａｍｂｉｏ
Ｃａｒｄで車を開錠。

料金パターンＡ
ラウンドトリップ型

ガソリン車４４４台
１０５箇所
１２，６４７人
（２００５年１月）

ドイツ　８都市
ベルギー　８都市

Ｃａｍｂｉｏ
１９９０年～

ＲＴＣなどのバス会社と提携しており、定
期券が１０％オフで購入可。レンタカー会
社と提携しており、会員はレンタカーを割
引料金で利用可。

２４時間無人貸出
が可能。電話・イ
ンターネットで予約。
ＩＤＣａｒｄを使ってキ
ーボックスを開け、
車の鍵を取り出す。

料金パターンＡ
ラウンドトリップ型

ガソリン車４２５台
３４箇所
１，７２２人

（２００５年１２月）

カナダ　４都市Ｃｏｍｍｕｎａｕｔｏ
１９９４年～

ラジオ会社、Ｃｈｏｎｉｃｌｅ Ｂｏｏｋｓ、Ｃｏｌｌｅｇｅｂ
ｏｘｅｓ、Ｈｏｓｔｅｌｌｉｎｇ、Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ‐ＵＳＡ、
自転車販売会社と提携しており、会員は
関係商品の購入やサービス、宿泊の料
金の割引あり。

２４時間無人貸出
が可能。電話・イ
ンターネットで予約。
ＺｉｐＣａｒｄをかざして
開錠し、車内にあ
る鍵を取り出す。

料金パターンＤ
ラウンドトリップ型

ガソリン車・低公害車
１，０００台
１６０箇所
８，３２３人

（２００５年１２月）

アメリカ　６都市Ｚｉｐｃａｒ
１９９９年～

・シアトル市キング郡の公共交通部門は
設立当初から連携。毎年２０万ドルの
資金援助。
・地下鉄、アウトドアマガジンＢｉｋｅｓｔａｔｉｏｎ
と提携。各種の割引がある。

２４時間無人貸出
が可能。電話・イ
ンターネットで予約。
ＦｌｅｘｃａｒＫｅｙｃａｒｄで
車を開錠し、車内
にある鍵を取り出し
運転。

料金パターンＢ
ラウンドトリップ型

ガソリン車４５８台
１５１箇所
５０，０００人
（２００５年）

アメリカ　６都市Ｆｌｅｘｃａｒ
２０００年～



　３－１　海外の事業

　調査の対象は、Ｍｏｂｉｌｉｔｙ Ｃａｒ Ｓｈａｒｉｎｇ（スイス）、

Ｃａｍｂｉｏ（ドイツ、ベルギー）、Ｃｏｍｍｕｎａｕｔｏ（カナ

ダ）、Ｚｉｐｃａｒ（アメリカ）、Ｆｌｅｘｃａｒ（アメリカ）の５事

業とした。これらの５事業のＨＰを翻訳し、内容を

整理したものをTable 7に示す。

　なお、これらは規模も大きく安定した経営を続け

ており、利用者への情報提供もホームページ上で行

っている。本研究では事業者情報をホームページの

みから収集したが、その信頼性は高いと考えている。

　Table 7を見ると、８０年代後半以降に設立されて

おり、各事業ともヨーロッパあるいは北米の多くの

都市で事業を展開していることがわかる。使用車種

はガソリン車のみで、所有台数は４００～５００台が３事

業、１，０００台を超えるものが２事業である。ＳＴ数は

１５０箇所前後が３事業、１０００箇所近くあるものが１

事業である（１事業については不明）、会員数は数千

から数万人となっており、いずれの項目についても

わが国の事業よりもかなり大規模である。

　料金パターンは３事業がパターンＡ（会費、基本

料金のほかに時間料金制と距離料金制がある）であ

り、１事業がパターンＢ（会費、基本料金と時間料

金制）、他の１事業がパターンＤ（会費、基本料金

がなく、時間料金制と距離料金制のみ）である。運

行方式の基本は全ての事業でラウンドトリップであ

るが、他のレンタカー会社との提携などでワンウェ

イトリップを取り入れているところもある。予約は

全事業で電話・インターネットを用い、２４時間の貸

出しが可能である。会員がＩＤカードを用いて電子

的に車外あるいは車内のボックスからキーを取り出

して運転する形式を採用している。

　Ｍｏｂｉｌｉｔｙ Ｃａｒ Ｓｈａｒｉｎｇ（スイス）とＦｌｅｘｃａｒ（アメリ

カ）では公的機関から補助を受けており、また、鉄

道、バス等の公共交通機関と連携して会員が公共交

通機関を安価に利用できるなどの仕組みが取り入れ

られ、その上、多くのカーシェアリング事業やレン

タカー会社との連携による利便性の向上も図られて

いる。このほか、交通事業とは直接関係のない一般

企業や宿泊施設と連携し、会員に特典を提供し、カー

シェアリングの利用を促進する工夫がなされている。

　３－２　ＳＴ密度による内外事業の比較

　ＳＴ密度を比較するため、日本の事業からＩＴＳ／

ＣＥＶシティカーシステム（以下、ＩＴＳ／ＣＥＶ）、特定

非営利活動法人カーシェアリングネットワーク（以
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：ステーション位置 

Fig. 8　ＩＴＳ／ＣＥＶシティカーシステムのＳＴ配置

：ステーション位置 

Fig. 10　Ｗａｓｈｉｎｇｔｏｎ，Ｄ． Ｃ． （Ｆｌｅｘｃａｒ）のＳＴ配置

：ステーション位置 

Fig. 9　カーシェアリングネットワークのＳＴ配置

：ステーション位置 

Fig. 11　Ｓａｎ Ｆｒａｎｃｉｓｃｏ （Ｆｌｅｘｃａｒ）のＳＴ配置



下、ＣＮＳ）の２事業を、海外

の事業からＦｌｅｘｃａｒのＷａｓｈ-

ｉｎｇｔｏｎ，Ｄ．Ｃ．とＳａｎ Ｆｒａｎｃｉｓ-

ｃｏの２事業を取り上げ、４０ｋｍ

四方の地域のＳＴ数を比較し

た。

　わが国の２事業のＳＴ配置

をFig.8、Fig.9に示す。ＩＴＳ

／ＣＥＶは２０箇所、ＣＮＳは６

箇所となっている。海外２事

業のＳＴ配置をFig.10、Fig.11

に示す。Ｗａｓｈｉｎｇｔｏｎ，Ｄ．Ｃ．

は６７箇所、Ｓａｎ Ｆｒａｎｃｉｓｃｏは

１２箇所となっている。

　これらを見ると、Ｗａｓｈｉｎｇ-

ｔｏｎ，Ｄ．Ｃ．のＳＴ密度はわが国

の事業よりもはるかに高いこ

とがわかる。Ｗａｓｈｉｎｇｔｏｎ，Ｄ．

Ｃ．の人口は５５万人程度であ

り、東京、横浜はもとより福

岡よりも人口規模が小さいことを考慮すると、この

密度の高さはいっそう際立つ。Ｓａｎ ＦｒａｎｃｉｓｃｏのＳＴ

数は、わが国の２事業の中間でほぼ同規模であるが、

ＳＴの配置が密集しているという特徴がある。これ

に対し、わが国の事業ではＳＴ配置が低密度である。

海外の事業はＳＴを密集させることによって、多く

の会員を獲得することに成功しているものと思われ

る。

　３－３　料金体系による事業の比較

　料金パターンや料金設定などを比較するため、わ

が国の事業から料金パターンＡのＣＳＮと料金パタ

ーンＢのＩＴＳ／ＣＥＶを、海外の事業からＭｏｂｉｌｉｔｙ 

Ｃａｒ Ｓｈａｒｉｎｇ、Ｃａｍｂｉｏ、Ｃｏｍｍｕｎａｕｔｏ、Ｚｉｐｃａｒ、

Ｆｌｅｘｃａｒを例として取り上げる。

　料金体系は事業ごとに異なり、単純な比較は難し

い。そこでTable 8に比較が可能な７事業の個人会

員に対するプラン（車種）、基本料金、１時間料金、

日（月）料金、距離料金の５項目のみを示した。

　会員が複数のプランを選択できるようにしたタイ

プの５事業、時間料金のみに単純化したタイプの２

事業に分類できる。基本料金にもばらつきがあり、

Ｚｉｐｃａｒのように基本料金を取らないものから、年間

４万円～６万円程度の基本料金を取るものまでさま

ざまである。時間料金も１，０００円／時を超えるもの

から２００円／時台のものまであるが、基本料金が高

いタイプは時間料金は低い。また、Ｍｏｂｉｌｉｔｙ Ｃａｒと

Ｃａｍｂｉｏでは需要変動に合わせて時間料金、距離料

金に幅を持たせている。

　わが国の２事業の時間料金を海外の事業と比較す

ると、ＣＮＳ、ＩＴＳ／ＣＥＶ（プランＢ）は基本料金が同

レベルであるＭｏｂｉｌｉｔｙ ＣａｒやＣａｍｂｉｏ（Ａｋｔｉｖ）に比べ

て２倍以上の水準である。また、ＩＴＳ／ＣＥＶ（プラ

ンＢ）は時間料金が同水準であるＺｉｐｃａｒやＦｌｅｘｃａｒ

（Ｓｔａｎｄａｒｄ）に比べ年会費の分だけ高い。

　３－４　稼動率から見た問題点

　アンケート調査の結果より、Table 9に稼働率を

示した。実施主体が稼働率を記録していない場合や、

Ｊｕｌｙ，２００７ＩＡＴＳＳ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｖｏｌ．３２，Ｎｏ．２ （　　）８７

わが国におけるカーシェアリング事業の実態 １４７

Table 8　カーシェアリング事業の料金比較（個人会員）

距離料金
（円／ｋｍ）日（月）単位料金時間料金

（円／時）
会員・基本料金
（年額：円）プラン（車種）事業名

４５～８３－２４３～３７８２６，１００－Ｍｏｂｉｌｉｔｙ ｃａｒ
４２～５５３，０８０～６，０２０円／日２６６～６０２５，０４０Ｓｔａｒｔ

Ｃｏｍｂｉｏ ３１～４９２，８００～５，１８０２３８～５１８２０，１６０Ａｋｔｉｖ
２７～３９２，３８０～４，３４０２０３～４２７４０，３２０Ｃｏｍｆｏｒｔ
１８

１，７７０円／日１７７
４１，３００Ａ

Ｃｏｍｍｕｎａｕｔｏ ２４１６，５２０Ｂ
３３４，１３０Ｃ
－７，０８０円／日１，００３－－Ｚｉｐｃａｒ

－

－１，０６２

４，１３０

ＳＴＡＮＤＡＲＤ

Ｆｌｅｘｃａｒ

９，４４０円／月
（１０時間未満）

－

ＡＤＯＶＡＮＴＡＧＥ １０

２２，８６３
（２５時間未満）ＡＤＯＶＡＮＴＡＧＥ ２５

４４，２５０
（５０時間未満）ＡＤＯＶＡＮＴＡＧＥ ５０

８８，５００
（１００時間未満）ＡＤＯＶＡＮＴＡＧＥ １００

０３，１５０円／日
６３０

２２，０００

ハイパーミニ

ＣＮＳ
１２３，７８０ツイン
１２４，４１０

７３５
マーチ

１１７，３５０プリウス

－－
６２８６３，０００プランＡ

ＩＴＳ／ＣＥＶ
１，０４８２５，２００プランＢ

注）１ＣＨＦ＝９０円、１ＥＵＲＯ＝１４０円、１ＵＤドル＝１１８円で換算した。料金はすべて、２００５年１０月時点で
の調査に基づく。

Table 9　稼働率（時間／月／台）

稼働率実験名・事業名
７１．７電気貨物自動車共同利用システムモデル実験７
２３２．９豊田市小型電気自動車等共同利用実験９

７５．４コスモ王子ガーデンズ・カーシェアリング社会
実験１０

４９．２シティコート下連雀カーシェアリング１１

３．７大川端・リバーシティ２１超小型電気自動車共同
利用実験１３

６４．８特定非営利活動法人カーシェアリングネット
ワーク１４

５８．０けいはんなＩＴＳ１５
７．４京都大学キャンパスカー実用化実験１６
９２．７汐見台団地カーシェアリング予備実験１８
４０．０彩都カーシェアリングシステム２１
４４．２りんくるカーシェアリング２４
３０．０タウンモービルネットワーク北九州２７



営業上の理由から回答を得られない場合が多く、サ

ンプル数は１２となった。

　ヒアリングによれば、ＣＮＳでは稼働率からみた

損益分岐点を１２０（時間／月／台）程度と捉えている。

またＦｌｅｘｃａｒによれば、損益分岐点は１５０～１８０（時間

／月／台）である。これらを参考にすると、わが国

ではＮｏ．９を除く全ての事業がこの損益分岐点を下

回っている。Ｎｏ．９は特殊な料金パターンＦを採用

し、会員がＩＣカード発行料（個人１，０００円、法人

２，０００円）のみで利用が可能であるため、稼働率が高

くなっているが、利益を上げているわけではない。

相対的に稼働率の高いＮｏ．１０とＮｏ．１８は会員限定性

の有無に差はあるが、ともに住宅地でのラウンドト

リップ型の小規模事業である。

　５．結論

　本研究では、今後のカーシェアリング事業のあり

方を考察するため、わが国のカーシェアリング事業

を調査・分析し、海外事業との比較を通してこれま

での事業の実態と問題点を分析した。本研究の成果

は以下のとおりである．

　�わが国の主なカーシェアリング３１事業を選定し、

実施主体にアンケート調査およびヒアリング調査を

行った。事業規模や運行形式などの項目について時

系列比較を行った結果、わが国ではガソリン車・低

公害車を使用した住宅地でのラウンドトリップ型の

小規模カーシェアリング事業が増加する傾向にある

ことが明らかになった．

　�アンケート調査等により得られたデータを数量

化Ⅲ類分析およびクラスター分析法で分析し、①混

在地会員限定タイプ、②商業地ワンウェイトリップ

可能型タイプ、③住宅地ラウンドトリップタイプ、

④住宅地会員限定ラウンドトリップタイプの四つの

事業タイプに分類し、②の商業地でのワンウェイト

リップ可能型の大規模事業はなくなりつつあること、

現在継続中の事業の約６割が④の住宅地会員限定ラ

ウンドトリップタイプであることを明らかにした。

　今後は住宅地でのラウンドトリップ型の小規模事

業が増えるものと思われる。

　�経営が安定している海外の事業を調査し、特性

を比較した。わが国におけるカーシェアリング事業

の問題点は、経営が安定した海外の事業と比べて会

員数が少なく稼働率が低いことである。その原因と

して、規模が小さくＳＴ密度が低いこと、ＥＶを使用

していることもあって料金が割高であること、公共

交通機関や他のカーシェアリング事業およびレンタ

カー会社などとの連携が図れていないことなどが挙

げられる。ガソリン車・低公害車を使用してコスト

ダウンをはかり、ＳＴ密度を高め、公共交通機関な

どとの連携を築くことが会員数確保の必要条件であ

り、わが国のカーシェアリング事業の発展につなが

るものと思われる。

　わが国のカーシェアリング事業者間の提携の動き

として、０５年１１月、ＩＴＳ／ＣＥＶシティカーシステム、

カーシェアリング「ちょいのりクラブ」、りんくる

カーシェアリングの３事業が提携し、ビジター制度

が開始された。これにより、各事業の会員はＩＣカ

ード発行料と利用料金のみで他事業の車両を利用で

きるようになった。この動きは上述の連携の課題解

決の試みでありと考えられる。今後の展開に注目し

たい。
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